
資料５－１

広島港五日市地区国際物流ターミナル整備事業



港湾事業の事後評価項目調書 
事 業 名 （ 箇 所 名 ） 国際物流ターミナル整備事業 （広島港五日市地区） 

実 施 箇 所 広島県広島市 

該 当 基 準 事業完了後 一定期間 （5 年以内）が経過した事業 

主 な 事 業 の 諸 元 
岸壁（水深 11m）、泊地（水深 11m）、岸壁（水深 12m）【耐震】、泊地（水深 12m）、航路（水深
12m）、臨港道路、ふ頭用地 

事 業 期 間 事業採択 平成 4 年度 完了 平成 23 年度 

総 事 業 費 ( 億 円 ) 採択時 － 完了時 230 

目 的 ・ 必 要 性 

＜解決すべき課題・背景＞ 
① 大水深公共岸壁の不足 
 広島港には大水深の公共岸壁が不足しており、背後企業が輸出を行う際、広島港を利用でき
ず、他港への陸上輸送を余儀なくされていたため、過大な輸送コストが発生していた。 
② 規模地震発生時の海上輸送拠点の不足 
 広島港では耐震強化岸壁が整備されておらず、大規模地震時に緊急物資等を海上輸送する
拠点が確保されていなかった。 
＜達成すべき目標＞ 
 背後企業の物流効率化 
 住民や企業の安心・安全の確保 
＜政策体系上の位置付け＞ 
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な

国際海上輸送の確保を推進する 
費用対効果分析の算 
定基礎となった要因 
の変化 

総事業費   前回評価時 239 億円 → 事業完了時 230 億円 
事業期間   前回評価時 平成 4 年度～平成 22 年度  

→ 事業完了時 平成 4 年度～平成 23 年度 

事 業 全 体 の 
投 資 効 率 性 

基準年度 平成 28 年度 

B：総便益 
(億円) 

519 
Ｃ：総費用 

(億円) 
483 全体Ｂ／Ｃ 1.1 

B－Ｃ 35 EIRR(%) 4.2  

事業の効果の発現状 
況 

・国際物流ターミナルの整備により、物流の効率化や防災機能の強化のほか、背後用地への
企業の立地や設備投資の 喚起、大型クルーズ船寄港による観光消費などが発生しており、
一定の事業効果を発現している。 

事業実施による環境
の変化 

・事業実施による環境の変化はない。 

社会情勢等の変化 

・平成１３年８月に広島はつかいち大橋が開通し、五日市地区と廿日市地区の港湾物流の効率
化が図られた。平成２９年度２月１９日には新八幡川橋が４車線に拡幅予定となっており、更
なる港湾物流の効率化が期待される。 

・当該施設背後に造成済みの臨海部産業用地はほぼ 100%分譲済みとなっており、現在新たな
工業用地を造成中である。 

今後の事後評価の必 
要性 

・本事業は一定の事業効果を発揮しており、今後も現在造成中の工業用地に新たな企業が立
地することで更なる事業効果が期待できると判断されることから、改めて事後評価を実施す
る必要はない。 

 

改善措置の必要性 
・事業目的に見合った事業効果が発現していると判断されることから、今後の改善措置の必要

性はない。 

同種事業の計画・調
査のあり方や事業評
価手法の見直しの必
要 性 

・現行の事業評価手法は本事業を適切に評価していると考えており、現時点での見直しの必要
性はない。 

対 応 方 針 （ 原 案 ） ・対応なし 

対 応 方 針 理 由 ・事業に伴う整備効果の発現が見られるため。 

そ の 他  
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域
へ

の
緊

急
物

資
の

受
入

や
企

業
活

動
の

再
開

後
速

や
か

に
貨

物
の

取
扱

を
可

能
に

す
る

係
留

施
設

【
想

定
地

震
】

広
島

県
地

域
防

災
計

画
の

想
定

：
南

海
ト

ラ
フ

巨
大

地
震

、
安

芸
灘

、
五

日
市

断
層

等
複

数
の

地
震

本
評

価
の

想
定

：
本

事
業

箇
所

で
最

も
影

響
の

大
き

い
、

安
芸

灘
断

層
群

（
広

島
湾

－
岩

国
沖

断
層

帯
）
の

地
震

広
島

港
五

日
市

地
区

緊
急

物
資

輸
送

の
状

況
（

仙
台

塩
釜

港
）

【
安

芸
灘

断
層

群
の

想
定

震
度

分
布

図
】

広
島
港
五
日
市
地
区

国
際
物
流
タ
ー
ミ
ナ
ル
整
備
事
業

広
島

湾
－

岩
国

沖
断

層
帯

《
耐

震
強

化
岸

壁
の

役
割

》

発
災

直
後

～

地
震

発
生

発
災

1
ヶ

月
後

速
や

か
な

緊
急

物
資

輸
送

に
向

け
た

取
り

組
み

緊
急

物
資

輸
送

緊
急

物
資

と
企

業
取

扱
貨

物
の

共
存

企
業

取
扱

貨
物

の
輸

送

施
設

被
害

回
避

事
例

（
仙

台
塩

釜
港

）

耐
震

強
化

岸
壁

通
常

岸
壁

出
典

：
『
安

芸
灘

断
層

群
の

地
震

に
よ

る
予

測
震

度
分

布
』
（
地

震
調

査
研

究
推

進
本

部
）

－ 8 －
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65
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57
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0

20
0

90
0

10
00

11
00

12
00

13
00

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8以

降

産
業

機
械

製
材

完
成

自
動

車

５
．

事
業

効
果

の
発

現
状

況
（
耐

震
強

化
に

よ
る

効
果

）
②

耐
震

強
化

岸
壁

の
対

象
地

域
・
緊

急
物

資
輸

送
量

・
企

業
取

扱
貨

物
量

の
想

定

西
部

地
域

中
央

地
域

東
部

地
域

広
島

市
西

区
（
西

）

広
島

市
西

区
（
東

）
広

島
市

中
区

広
島

市
南

区広
島

市
東

区

府
中

町

海
田

町

坂
町

熊
野

町

広
島

市
安

芸
区

広
島

市
安

芸
区

広
島

市
佐

伯
区

廿
日

市
市

（
本

事
業

）
五

日
市

地
区

岸
壁

（
水

深
1
2
m

）
【
耐

震
】

【
耐

震
強

化
岸

壁
の

対
象

地
域

】
広

島
港

背
後

圏
西

部
地

域
（
廿

日
市

市
・
広

島
市

佐
伯

区
・
広

島
市

西
区

の
一

部
）

【
緊

急
物

資
輸

送
量

の
想

定
】

広
島

港
背

後
圏

西
部

地
域

の
人

口
：

約
3
6
.3

万
人

発
災

後
１

ヶ
月

間
の

緊
急

物
資

輸
送

量
：

約
6
,5

0
0
ト

ン
（
西

部
地

域
の

人
口

及
び

過
去

の
地

震
の

事
例

よ
り

）
【
企

業
取

扱
貨

物
量

の
想

定
】

対
象

地
域

に
お

け
る

企
業

取
扱

貨
物

量
：

約
1
1
9
万

ト
ン

（
発

災
1
ヶ

月
後

に
背

後
企

業
の

経
済

活
動

が
再

開
す

る
こ

と
を

想
定

）

出
典

：
広

島
港

港
湾

計
画

よ
り

対
象

地
域

【
耐

震
強

化
岸

壁
の

対
象

地
域

】

市
町

村
人

口
（
人

）

廿
日

市
市

（
大

野
地

区
・
廿

日
市

地
区

）
10

7,
60

1 

広
島

市
佐

伯
区

（
湯

来
町

除
く
）

13
2,

21
2 

広
島

市
西

区
（
太

田
川

放
水

路
よ

り
西

側
）

12
3,

04
5 

計
36

2,
85

8 
※

H
2
8
.1

2
の

人
口

（
各

自
治

体
H

P
よ

り
）

耐
震

強
化

岸
壁

（
大

野
・
廿

日
市

地
区

）

（
湯

来
町

除
く
）

【
対

象
地

域
に

お
け

る
大

規
模

地
震

時
の

取
扱

貨
物

量
】

《
産

業
機

械
は

H
2
7
取

扱
量

、
完

成
自

動
車

及
び

製
材

は
３

か
年

平
均

》

出
典

：
港

湾
管

理
者

提
供

資
料

よ
り

、
中

国
地

方
整

備
局

作
成

【
西

部
地

域
の

人
口

】

（
千

FT
）

1
,1

8
7広

島
港
五
日
市
地
区

国
際
物
流
タ
ー
ミ
ナ
ル
整
備
事
業

1
,1

2
7

1
,2

3
8

1
,1

4
9
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５
．

事
業

効
果

の
発

現
状

況
（
耐

震
強

化
に

よ
る

効
果

）
③

大
規

模
地

震
時

に
お

け
る

輸
送

効
率

化
効

果

大
規

模
地

震
時

に
お

け
る

輸
送

コ
ス

ト
削

減
便

益
（

2
年

間
）

5
0
.
9
億

円
※

W
ith

ou
t時

（
整

備
前

）
：

施
設

が
損

壊
し

、
復

旧
に

よ
る

支
出

が
発

生

W
ith

時
（
整

備
後

）
：

施
設

が
損

壊
を

免
れ

、
復

旧
に

よ
る

支
出

を
回

避

大
規

模
地

震
時

に
お

け
る

施
設

被
害

回
避

効
果

W
ith

ou
t時

（
整

備
前

）
：

緊
急

物
資

や
企

業
取

扱
貨

物
の

海
上

輸
送

が
不

可
で

あ
り

代
替

輸
送

を
余

儀
な

く
さ

れ
る

W
ith

時
（
整

備
後

）
：

緊
急

物
資

や
企

業
取

扱
貨

物
の

海
上

輸
送

が
可

能
と

な
り

輸
送

コ
ス

ト
が

削
減

さ
れ

る

W
it
h
o
u
t時

：
代

替
港

を
利

用
W

it
h
時

：
広

島
港

を
利

用

※
費

用
便

益
分

析
に

お
い

て
は

、
便

益
に

対
し

大
規

模
地

震
が

発
生

す
る

確
率

を
便

宜
的

に
5
0
0
年

と
し

て
算

出
を

行
う

。

広
島
港
五
日
市
地
区

国
際
物
流
タ
ー
ミ
ナ
ル
整
備
事
業

被
災

地
域

被
災

者

広
島

港

ヘ
リ

コ
プ

タ
ー

に
よ

る
代

替
輸

送
（
発

災
1
～

2
日

目
）

緊
急

物
資

海
上

輸
送

（
発

災
3
日

目
～

１
ヶ

月
）

代
替

港

企
業

取
扱

貨
物

被
災

地
域

広
島

港

背
後

企
業

代
替

港

海
上

輸
送

（
発

災
１

ヶ
月

以
降

）

被
災

地
域

広
島

港

《
発

災
1
日

目
～

１
ヶ

月
》

《
発

災
１

ヶ
月

～
２

年
》

陸
上

輸
送

（
発

災
1
日

目
～

1
ヶ

月
）

海
上

輸
送

（
発

災
1
日

目
～

1
ヶ

月
）

被
災

者

被
災

地
域

広
島

港

陸
上

輸
送

（
発

災
１

ヶ
月

以
降

）

背
後

企
業

陸
上

輸
送

（
発

災
１

ヶ
月

以
降

）

海
上

輸
送

（
発

災
１

ヶ
月

以
降

）

緊
急

物
資

企
業

取
扱

貨
物

《
発

災
1
日

目
～

１
ヶ

月
》

《
発

災
１

ヶ
月

～
２

年
》

大
規

模
地

震
時

に
お

け
る

施
設

被
害

回
避

便
益

5
2
.
9
億

円
※

施
設

被
害

回
避

事
例

（
小

名
浜

港
）

施
設

被
害

事
例

（
柏

崎
港

）
耐

震
強

化
岸

壁

通
常

岸
壁

通
常

岸
壁

－ 10 －



ク
ル

ー
ズ

船
の

寄
港

実
績

の
推

移
（

広
島

港
）

1
0

1
0

5
(2

)
7

(2
)

1
3

1
4

1
6

9

2
5

(5
)

3
4

(1
4

)

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

H
2

4
H

2
5

H
2

6
H

2
7

H
2

8

日
本

船
社

外
国

船
社

６
．

事
業

効
果

の
発

現
状

況
（
そ

の
他

の
効

果
）

大
型

ク
ル

ー
ズ

船
の

受
入

五
日

市
地

区
に

寄
港

：
Q

U
A

N
T

U
M

 O
F

 T
H

E
 S

E
A

S

五
日

市
地

区
に

寄
港

：
Q

u
e
e
n

 E
liz

a
b

e
th

出
典

：
港

湾
管

理
者

提
供

資
料

よ
り

、
中

国
地

方
整

備
局

作
成

○
岸

壁
（

水
深

１
１

ｍ
・

１
２

ｍ
）

○
延

長
4

3
0

m

ク
ル

ー
ズ

船
入

港
埠

頭

○
岸

壁
（

水
深

１
0

ｍ
）

○
延

長
2

8
0

m

本
事

業
箇

所 五
日

市
ふ

頭
宇

品
ふ

頭

五
日

市
埠

頭
が

完
成

し
た

こ
と

で
、

岸
壁

延
長

の
不

足
に

よ
り

宇
品

埠
頭

で
受

入
で

き
な

か
っ

た
大

型
ク

ル
ー

ズ
船

の
受

入
が

可
能

と
な

っ
た

。

大
型

ク
ル

ー
ズ

船
の

寄
港

に
よ

る
効

果

《
大

型
ク

ル
ー

ズ
船

の
寄

港
》

・
乗

客
や

乗
務

員
の

観
光

消
費

・
見

学
等

の
賑

わ
い

の
創

出

ク
ァ

ン
タ

ム
オ

ブ
ザ

シ
ー

ズ
（

平
成

2
7

年
8

月
1

5
日

寄
港

）
・

全
長

：
3

4
8

m
・

乗
客

数
：

約
4

,8
0

0
人

・
乗

務
員

：
約

1
,6

0
0

人

・
一

般
見

学
客

：
約

4
,4

0
0

人

広
島

港
に

お
け

る
ク

ル
ー

ズ
船

受
け

入
れ

態
勢

・
寄

港
実

績

イ
ベ

ン
ト

で
の

賑
わ

い
ク

ル
ー

ズ
船

の
見

学

（
回

）

2
4

2
6

1
4

3
2

4
7

乗
組

員
も

短
い

上
陸

を
楽

し
む

ク
イ

ー
ン

エ
リ

ザ
ベ

ス
（

平
成

2
8

年
3

月
2

4
日

寄
港

）
・

船
長

：
2

9
4

m
・

乗
客

数
：

約
2

,0
0

0
人

・
乗

務
員

：
約

9
0

0
人

・
一

般
見

学
客

：
約

1
0

,0
0

0
人

買
物

を
楽

し
ん

だ
乗

客
バ

ス
に

乗
っ

て
各

観
光

地
へ

広
島
港
五
日
市
地
区

国
際
物
流
タ
ー
ミ
ナ
ル
整
備
事
業

括
弧

書
き

は
、

五
日

市
地

区
の

受
入

回
数

で
内

数

－ 11 －



７
．

費
用

対
効

果
分

析
の

算
定

基
礎

と
な

っ
た

要
因

の
変

化
広
島
港
五
日
市
地
区

国
際
物
流
タ
ー
ミ
ナ
ル
整
備
事
業

事
項

前
回

評
価

今
回

評
価

備
考

（
平

成
1
3
年

度
再

評
価

）
（
平

成
1
9
年

度
新

規
評

価
）

（
平

成
2
8
年

度
事

後
評

価
）

（
要

因
等

）

事
業

諸
元

岸
壁

（
水

深
1
1
m

）
、

泊
地

（
水

深
1
1
m

）
、

岸
壁

（
水

深
1
2
m

）
、

泊
地

（
水

深
1
2
m

）
、

航
路

（
水

深
1
2
m

）
、

臨
港

道
路

、
ふ

頭
用

地

岸
壁

（
水

深
1
2
m

）
【
耐

震
】

岸
壁

（
水

深
1
1
m

）
、

泊
地

（
水

深
1
1
m

）
、

岸
壁

（
水

深
1
2
m

）
【
耐

震
】
、

泊
地

（
水

深
1
2
m

）
、

航
路

（
水

深
1
2
m

）
、

臨
港

道
路

、
ふ

頭
用

地

事
業

期
間

上
段

：
評

価
時

下
段

：
結

果

平
成

4
年

度
～

平
成

1
5
年

度

平
成

4
年

度
～

平
成

1
8
年

度

平
成

2
0
年

度
～

平
成

2
2
年

度

平
成

2
0
年

度
～

平
成

2
3
年

度

平
成

4
年

度
～

平
成

2
3
年

度
整

備
工

程
の

見
直

し
及

び
耐

震
改

良
事

業
追

加
の

た
め

総
事

業
費

2
3
9
億

円
2
1
億

円
2
3
0
億

円
事

業
完

了
に

伴
う

事
業

費
精

査
の

た
め

総
費

用
（
C

)
2
8
3
億

円
1
9
億

円
4
8
3
億

円
基

準
年

の
見

直
し

総
便

益
（
B

)
4
6
9
億

円
3
4
億

円
5
3
1
億

円
基

準
年

の
見

直
し

費
用

便
益

比
（
B

/
C

）
1
.7

1
.8

1
.1
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８
．

今
後

の
対

応
方

針
（
案

）

①
費

用
対

効
果

分
析

の
算

定
基

礎
と

な
っ

た
要

因
の

変
化

②
事

業
の

効
果

の
発

現
状

況

③
事

業
実

施
に

よ
る

環
境

の
変

化

【
対

応
方

針
（
案

）
】

・
上

記
、

①
～

④
の

視
点

か
ら

、
本

事
業

は
、

一
定

の
事

業
効

果
を

発
現

し
て

お
り

、
今

後
も

現
在

造
成

中
の

工
業

用
地

に
新

た
な

企
業

が
立

地
す

る
こ

と
で

更
な

る
事

業
効

果
が

期
待

で
き

る
と

判
断

さ
れ

る
こ

と
か

ら
、

改
め

て
事

後
評

価
を

実
施

す
る

必
要

は
な

い
。

・
ま

た
、

事
業

目
的

に
見

合
っ

た
事

業
効

果
が

発
現

し
て

い
る

と
判

断
さ

れ
る

こ
と

か
ら

、
今

後
の

改
善

措
置

の
必

要
性

は
な

い
。

④
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

◇
事

業
実

施
に

よ
る

環
境

の
変

化
は

な
い

。

◇
国

際
物

流
タ

ー
ミ

ナ
ル

の
整

備
に

よ
り

、
物

流
の

効
率

化
や

防
災

機
能

の
強

化
の

ほ
か

、
背

後
用

地
へ

の
企

業
の

立
地

や
設

備
投

資
の

喚
起

、
大

型
ク

ル
ー

ズ
船

寄
港

に
よ

る
観

光
消

費
な

ど
が

発
生

し
て

お
り

、
一

定
の

事
業

効
果

を
発

現
し

て
い

る
。

◇
平

成
１

３
年

８
月

に
広

島
は

つ
か

い
ち

大
橋

が
開

通
し

五
日

市
地

区
と

廿
日

市
地

区
の

港
湾

物
流

の
効

率
化

が
図

ら
れ

た
。

平
成

２
９

年
２

月
１

９
日

に
は

新
八

幡
川

橋
が

４
車

線
に

拡
幅

予
定

で
広

島
港

中
部

及
び

東
部

へ
の

ア
ク

セ
ス

が
強

化
さ

れ
、

さ
ら

な
る

港
湾

物
流

の
効

率
化

が
期

待
さ

れ
る

。
◇

当
該

施
設

背
後

に
造

成
済

み
の

臨
海

部
産

業
用

地
は

ほ
ぼ

1
0
0
%
分

譲
済

み
と

な
っ

て
お

り
、

現
在

新
た

な
工

業
用

地
を

造
成

中
で

あ
る

。

◇
事

業
費

：
前

回
評

価
時

2
3
9
億

円
→

 事
業

完
了

時
2
3
0
億

円
◇

事
業

期
間

：
前

回
評

価
時

平
成

4
年

度
～

平
成

2
2
年

度
→

 事
業

完
了

時
平

成
4
年

度
～

平
成

2
3
年

度

広
島
港
五
日
市
地
区

国
際
物
流
タ
ー
ミ
ナ
ル
整
備
事
業
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